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ブラジル財務大臣、支払いと金融
取引に税率0.2%～1%の課税の
意向を発表
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ブラジルの税制改革案の一環として、パウロ・ゲデス財務大臣（以下、「財相」）は、
ジャイール・ボルソナロ政権が支払いと金融取引に賦課する新しい税を導入する
意向であることを確認しました。この税は、以前の金融取引暫定負担金（CPMF – 
ContribuiçãoProvisóriasobreMovimentaçãoFinanceira）と似ていますが、
より広範である可能性があります。

財相によると、金融取引に対する税金（Imposto sobre Transacoes Financeiras 
– 以下、「ITF」）は、経済目的があるか否かにかかわらず、すべての支払いと金融
取引に課せられ、最大、年1,500億レアル（約360億米ドル）の歳入を生むとのこ
とです。財務省は、税の徴収を銀行やその他金融システム焦点を当てることを示
唆しました。

政権は、ITF税率によって次のように、既存税率を（部分的に）置き換えられる予定
です。

• ITF税率が0.2%（以上0.4%未満）の場合、雇用主の社会保障負担（INSS負担
費）は、現在の20%から13%に削減の可能性があります。

• ITF税率が0.4%（以上1%未満）の場合、純利益に対する社会保障負担は、現在
法人の調整後利益の9%ですが、これが廃止され、INSS率の引き下げも合わ
せて行われます。  

• ITF税率1%以上は、ブラジルで現在実施されている間接税に取って代わる可
能性があります。
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政権が提案する税率と差し替えられる税制は、議会が最終的
にITF税率と、それによって差し替えられる税率を決定します。 

ITFが特定の金融取引に10年間課税され、2007年に廃止さ
れた税であるCPMFに類似しているという事実が、多くの否定
的な反応を引き起こしました。エコノミストの多くは、単純な
銀行預金にも適用されるITFは累積的であり、ブラジルレアル
のあらゆる段階で賦課されるため、中間層以下に重い負担を
かける可能性があると指摘しています。

また、本件により、金融システムを介して商取引を完了するの
ではなく、税を回避するために現金ベースで取引を行うような
傾向を生み出すかもしれません。したがって、ITFはいくつか
の産業分野でコンプライアンスに影響を与える可能性があり
ます。企業への影響は今後まだ検討する必要があります。
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